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第１章 計画策定にあたって 
 

１ 地域福祉とは 

 

近年の社会情勢をみると、少子高齢化の進行や家族形態の変化等により、私たちを取り

巻く環境は大きく変化し、福祉に対するニーズは多様化・複雑化しています。 

改正社会福祉法（平成 30 年 4 月 1 日施行）では、地域共生社会※１の実現に向けて、支

援を必要とする住民（世帯）が抱える多様化・複雑化した「地域生活課題」について、住

民や福祉関係者による把握及び関係機関との連携等による解決が図られることを目指す

という「地域福祉推進の理念」が明記されました。 

地域に住むすべての人が生活しやすい地域社会をつくるため、地域福祉を推進する主体

は、地域住民、社会福祉協議会等社会福祉を目的とする事業を経営するもの、ＮＰＯや福祉

サービス提供事業者等の社会福祉に関する活動を行うものが担うものとされており、それ

らが協力し、一体となって互いに助け合い、支え合うことで、誰もが暮らしやすい地域づ

くりを実現しようというのが地域福祉の考え方です。 

この考え方に基づき、福祉サービスが必要となっても、これまでつくりあげてきた家族、

友人等との関係を保ち、社会や経済、文化などあらゆる分野の活動に参加できることで、

誰もが自分らしく、住み慣れた地域の一員として自立して暮らせるための相互扶助による

支え合いの「地域社会」をつくっていくことを目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※１ 地域共生社会：制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住

民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野

を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を

ともに創っていく社会のことです。  
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２ 国の動向 

 

  第２期計画期間中の、平成 30 年 4 月 1 日に「地域共生社会」の実現に向け、改正社会

福祉法が施行され、地域福祉計画の策定については、任意とされていたものが努力義務と

され、さらに、「地域における高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉その他の福祉の各分野

における共通的な事項」を記載する、いわゆる「上位計画」として位置付けられました。 

 

○市町村が地域福祉の推進に関する事項として掲げる事項（改正前） 
①地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

②地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

③地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

                  改正 
   

○市町村が地域福祉の推進に関する事項として掲げる事項（改正後） 
①地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、 

共通して取り組むべき事項（追加） 

②地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

③地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

④地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

⑤包括的な支援体制の整備に関する事項（追加） 

                    ＜社会福祉法第 107 条から抜粋＞ 

 

包括的支援体制のイメージ 

資料：厚生労働省

障がい者
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(1) 様々な課題を抱える者の就労や活躍の場の確保等を目的とした、福祉以外の様々な分

野（まちおこし、産業、農林水産、 土木、防犯・防災、社会教育、環境、交通、都市計

画、多文化共生等）との連携に関する事項 

(2) 高齢、障害、子ども・子育てなどの各福祉分野のうち、特に重点的に取り組む分野に

関する事項 

(3) 制度の狭間の問題への対応の在り方 

(4) 生活困窮者のような各分野横断的に関係する相談者に対応できる体制 

(5) 共生型サービス※１などの分野横断的な福祉サービス等の展開 

(6) 居住に課題を抱える者・世帯への横断的な支援の在り方 

(7) 就労に困難を抱える者への横断的な支援の在り方 

(8) 自殺対策の効果的な展開も視野に入れた支援の在り方 

(9) 市民後見人等の育成や活動支援、判断能力に不安がある者への金銭管理、身元保証人

など、地域づくりの観点も踏まえた権利擁護の在り方 

(10) 高齢者や障害者、子どもに対する統一的な虐待への対応や、家庭内で虐待を行った

介護者・養育者が抱えている課題にも着目した支援の在り方 

(11) 保健医療・福祉等の支援を必要とする犯罪をした者等への社会復帰支援の在り方 

(12) 地域住民等が集う拠点の整備や既存施設等の活用 

(13) 「我が事・丸ごと」の地域づくりを進めるための圏域と、各福祉分野の圏域や福祉

以外の分野の圏域との考え方・関係の整理 

(14) 地域づくりにおける官民協働の促進や地域福祉への関心の喚起を視野に入れた寄附

や共同募金等の取組の推進 

(15) 地域づくりに資する複数の事業を一体的に実施していくための補助事業等を有効に

活用した連携体制 

(16) 役所・役場内の全庁的な体制整備 

 

＜厚生労働省・地域福祉計画の作成ガイドラインから引用＞ 

 
※１ 共生型サービス：ホームヘルプサービスやデイサービス、ショートステイ等について、高齢者や障

がい（児）者が共に利用できるサービスのことです。「介護保険」か「障がい福

祉」のどちらかの指定を受けている事業所が、もう一方の制度の指定も受けやす

くなります。「障がい福祉」の指定を受けている事業所『A』のサービスを利用し

ている人が、65 歳を境に「介護福祉」の指定事業所へ移行せざるを得なかった

のが、事業所『A』が共生型サービスになることで、65 歳以降も引き続き、な

じみのある事業所『A』でサービスを利用することができます。 

※２ 市民後見人  ：社会貢献への意欲や倫理観が高い一般市民で、市町村が実施する養成研修を受講

し、成年後見に関する一定の知識・態度を身に付けた人の中から、家庭裁判所に

より成年後見人等として選任された人のことです。  

地域福祉に関し共通して取組むべき事項 
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３ 圏域の設定 

 

  第２期今治市地域福祉計画で、旧今治市内は小学校区、旧越智郡内は合併前の旧町村を

基本圏域に設定し、基本圏域を中心とした第 1 次から第 5 次までの圏域のもと様々な活

動に取り組んできました。第３期計画でも、第２期計画の圏域を引継ぎ、計画における圏

域を設定します。 

  

 ■圏域のイメージ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１次圏域 声かけ、日常的な見守り、災害時の安否確認等の相互扶

助活動。（小地域福祉） 
第２次圏域 

第３次圏域 

（基本圏域） 

住民参加で地域の生活課題の把握・共有・解決を行う。

第４次圏域 
地域特有の生活課題を共有できる範囲。住民・社会福祉

協議会・専門機関・行政での解決。 

第５次圏域 

行政等による今治市の保健福祉施策の大きな方向性が決

定され、各圏域への支援、専門機関や事業者、自治会等

各種活動団体の連携や調整が必要になる。 

  

 
第３次圏域第２次圏域第１次圏域 第４次圏域 第５次圏域 

隣近所 

（班・組） 

単位自治会 

基本圏域 

小学校区 
（旧今治市） 
旧町村区域 
（旧越智郡陸地部 
 旧越智郡島しょ部） 

全市域 

本庁管内 
（旧今治市） 
支所管内 
（旧越智郡陸地部 
 旧越智郡島しょ部） 
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４ 地域福祉に求められるもの 
 

（１）地域福祉のイメージ 
 

地域福祉とは、子どもでも、高齢になっても、障がいがあっても、住み慣れた地域で

自分らしく幸せに暮らしたいという、すべての人の願いを実現するために、様々な担い

手が、地域の福祉課題を把握し、その解決のために「自分たちにできること」「皆で協力

してできること」に取り組み、「自助・互助・共助・公助」の助け合い・支え合える仕組

みを構築することをいいます。 

 

 

■地域福祉における担い手と役割のイメージ 
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（２）「自助・互助・共助・公助」で進める地域福祉 
 

地域には、高齢者、障がい者、子育てをしている方等様々な人が生活し、多くの悩みや課

題を抱えています。しかし、そのすべてを個人や家族、あるいは公的なサービスだけで適切

に対応していくことは困難となっています。 

このような多種多様な生活課題を解決するには、個人や家族で解決することを考え対応

する「自助」、隣近所等でお互いに助け合う「互助」、地域活動・ボランティア等によって地

域で組織的に支え合う「共助」、行政等が行う公的支援や福祉サービスで解決する「公助」

の連携・協働により、地域で助け合い・支え合える仕組みを構築することが必要です。 
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５ 計画の位置付け 
 

本計画の策定については、平成３０年４月施行の社会福祉法の一部改正により、任意と

されていたものが努力義務とされました。さらに、「地域における高齢者福祉、障害者福

祉、児童福祉その他の福祉の各分野における共通的な事項」を記載する、いわゆる「上位

計画」として位置づけられています。 

本計画、各個別計画及び既存制度の狭間にある問題や各分野の横断的な課題の解決に向

け地域福祉の推進における理念や基本的な方向を示すものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第３期今治市地域福祉計画 

第２次今治市総合計画 
（平成 28（2016）年度～令和 7（2025）年度） 

「ずっと住み続けたい“ここちいい（心地好い）”まち  

     いまばり あの橋を渡って 世界へ 未来へ」

整合 

今治市 

第３期地域福祉活動計画

今治市社会福祉協議会 

愛媛県地域福祉計画策定 

ガイドライン

愛媛県 

今
治
市
高
齢
者
福
祉
計
画

介
護
保
険
事
業
計
画

今
治
市
障
が
い
者
計
画
・
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福
祉
計
画
・ 
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が
い
児
福
祉
計
画

今
治
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子
ど
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・
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支
援
事
業
計
画

今
治
市
健
康
づ
く
り
計
画

今
治
市
自
殺
対
策
計
画

今
治
市
再
犯
防
止
推
進
計
画

連携

支援

そ
の
他
関
連
計
画

今
治
市
成
年
後
見
制
度
利
用
促
進
計
画 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
基
本
指
針
）

福祉計画と一体化

して進める計画 

計画の補完 

一体化 
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６ 計画の期間 
 

計画期間は、５年間（令和３年度～令和７年度）です。 

計画最終年次の令和７年度に、次期計画を検討する予定です。 

 

 

 

 

  

 R2 
（2020） 

R3 
（2021） 

R4 
（2022） 

R5 
（2023） 

R6 
（2024） 

R7 
（2025） 

総合計画 
      

地域福祉計画 
      

高齢者福祉計画 

介護保険事業計画 

      

障がい者計画 
      

障がい福祉計画 

障がい児福祉計画 

      

子ども・子育て支援事業計画 
      

健康づくり計画 
      

自殺対策計画 
      

第３期地域福祉計画 

第７期計画
第８期計画高齢者福祉計画 

介護保険事業計画 

第 2 期子ども・子育て支援事業計画 

第６期障がい福祉計画 

第２期障がい児福祉計画 

第２次総合計画 

第 5 期計画

第 1 期計画

障がい者計画 

第二次健康づくり計画 

自殺対策計画 

第２期計画



第１章 計画策定にあたって    

9 
 

 

７ 計画策定の体制 
 

本計画の策定にあたっては、市民や福祉関係団体へのアンケート調査を実施するととも

に、社会福祉協議会が実施した住民座談会の意見、パブリックコメントなど、広く地域住

民の意見を伺いました。 

また、庁内の検討組織として「計画策定委員会」及び「作業部会」を設置し、検討され

た計画案は、学識経験者、福祉関係団体の代表者等で構成される「今治市地域福祉計画審

議会」にて審議を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市長 

今治市地域福祉計画審議会 
【位置付け】学識経験者・福祉関係団体代表者等で構成 

【役  割】計画案の審議 

計画策定委員会 

作業部会 
（庁内関係各課） 

事務局 
（福祉政策課） 

・アンケート調査 
 （市民・福祉関係団体） 

・地区住民懇談会 

（社会福祉協議会） 
・パブリックコメント 

社会福祉協議会 

諮問 

答申 

計画原案作成

報告・調整 

連携・調整 

反映 

住民意見 計画案作成
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８ ＳＤＧｓ 
 

SDGs（持続可能な開発目標）は、誰一人取り残さない持続可能でよりよい社会の実現

を目指す世界共通の目標で、平成 27（2015）年 9 月の国連サミットにおいて、すべての

加盟国が合意した「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」において掲げられまし

た。令和 12（2030）年を達成年限とし、経済・社会・環境などに係る 17 のゴールと 169

のターゲットから構成されており、令和２（2020）年からの 10 年を SDGs 達成に向け

た『⾏動の 10 年』とされています。 

第２次今治市総合計画後期基本計画では、主要な施策ごとに SDGｓの 17 のゴールと

関連づけ、施策の展開に取り組んでいます。 

福祉分野の上位計画となる本計画においても、第２次今治市総合計画後期基本計画に連

動し、SDGｓの 17 のゴールと関連づけ、施策の展開を図ります。 

 

 

 
 

  



第１章 計画策定にあたって    

11 
 

 


